
規 則

告 示

�愛媛県規則第２８号
農業委員会交付金交付基準規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年５月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

農業委員会交付金交付基準規則の一部を改正する規則

農業委員会交付金交付基準規則（昭和６１年愛媛県規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第６１７号
愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例第５条の２第１項及び第５条の３第１項の補償基礎額の最低限度額

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
規 則

○ 農業委員会交付金交付基準規則の一部を改正する規則…………………………………………………………………………………………………（農政課）…４２２

告 示

○ 愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例第５条の２第１項及び第５条の３第１項の補償基礎額の最低限度額及び最

高限度額の一部改正…………………………………………………………………………………………………………………………………………（人事課）…４２２

○ 愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例第１０条の２の規定に基づき知事が定める金額の一部改正……………（ 〃 ）…４２３

○ 狩猟免許更新に係る適性試験等の実施………………………………………………………………………………………………………………（自然保護課）…４２４

○ 地籍調査事業計画の公表……………………………………………………………………………………………………………………………………（農政課）…４２５

○ 農業委員会交付金等交付規程の一部改正…………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…４２５

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………………（土木管理課）…４４３

○ 土地改良区役員の就退任の届出…………………………………………………………………………………………………………（東予地方局農村整備課）…４４３

○ 介護員養成研修事業者の指定……………………………………………………………………………………………………………（中予地方局地域福祉課）…４４４

○ 道路の区域変更（県道�米垣生線外）………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）…４４４

○ 開発行為に関する工事の完了（２件）…………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）…４４４

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（南予地方局管理課）…４４５

公 告

○ 狩猟免許試験の施行……………………………………………………………………………………………………………………………………（自然保護課）…４４５

選挙管理委員会告示

○ 政治団体の収支報告書の要旨の公表の一部訂正………………………………………………………………………………………………（選挙管理委員会）…４４６

改 正 後 改 正 前

農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第２条第３項

に規定する農業委員会交付金の市町への交付基準は、次のとおりと

する。

� 省略

� 交付金総額の２割５分は、各市町の農業者の数に応じて各市

町に配分する。

�・� 省略

農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第２条第３項

に規定する農業委員会交付金の市町への交付基準は、次のとおりと

する。

� 省略

� 交付金総額の２割５分は、各市町の農家数 に応じて各市

町に配分する。

�・� 省略

毎週（火・金）曜日発行 第２７７５号 平成２８年５月２４日

平成２８年５月２４日火曜日 第２７７５号

愛 媛 県 報

４２２



��������������

及び最高限度額（平成５年４月愛媛県告示第５７６号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例第５条の２第１項及び第５条の３第１項の補償基礎額の最

低限度額及び最高限度額の規定は、平成２８年４月１日以後の期間に係る傷病補償年金、障害補償年金及び遺族補償年金（以下「年金たる補

償」という。）に係る補償基礎額並びに同日以後に支給すべき事由が生じた休業補償に係る補償基礎額について適用し、同日前の期間に係

る年金たる補償に係る補償基礎額及び同日前に支給すべき事由が生じた休業補償に係る補償基礎額については、なお従前の例による。

平成２８年５月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県告示第６１８号
愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例第１０条の２の規定に基づき知事が定める金額（平成８年５月愛媛県

告示第７４８号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例第１０条の２の規定に基づき知事が定める金額の規定は、平

成２８年４月１日以後の期間に係る介護補償について適用し、同日前の期間に係る介護補償については、なお従前の例による。

平成２８年５月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例第５条の２第１項及び第５条の３第１項の知事が最低限度額と

して定める額及び最高限度額として定める額は、次の表の左欄に掲

げる年齢階層の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる額及び同

表の右欄に掲げる額とする。

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例第５条の２第１項及び第５条の３第１項の知事が最低限度額と

して定める額及び最高限度額として定める額は、次の表の左欄に掲

げる年齢階層の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる額及び同

表の右欄に掲げる額とする。

年齢階層 最低限度額 最高限度額 年齢階層 最低限度額 最高限度額

２０歳未満 ４，６８８円 １３，２０７円 ２０歳未満 ４，４７５円 １３，００５円

２０歳以上２５歳未満 ５，１７３円 １３，２０７円 ２０歳以上２５歳未満 ５，０３０円 １３，００５円

２５歳以上３０歳未満 ５，７２１円 １３，５８９円 ２５歳以上３０歳未満 ５，５８５円 １３，５７３円

３０歳以上３５歳未満 ６，１３９円 １６，３１２円 ３０歳以上３５歳未満 ６，０６９円 １６，１９２円

３５歳以上４０歳未満 ６，５７１円 １８，８０３円 ３５歳以上４０歳未満 ６，４７５円 １８，６８０円

４０歳以上４５歳未満 ６，７５０円 ２１，３５５円 ４０歳以上４５歳未満 ６，７２９円 ２１，４７２円

４５歳以上５０歳未満 ６，８６５円 ２３，９２４円 ４５歳以上５０歳未満 ６，６５４円 ２３，９８４円

５０歳以上５５歳未満 ６，７３８円 ２５，２１４円 ５０歳以上５５歳未満 ６，４７４円 ２５，１９１円

５５歳以上６０歳未満 ６，０５７円 ２４，７４７円 ５５歳以上６０歳未満 ５，８７８円 ２４，１３９円

６０歳以上６５歳未満 ４，９１６円 １９，９３５円 ６０歳以上６５歳未満 ４，７３１円 １９，３８５円

６５歳以上７０歳未満 ３，９３０円 １５，５７９円 ６５歳以上７０歳未満 ３，９３０円 １５，９９１円

７０歳以上 ３，９３０円 １３，２０７円 ７０歳以上 ３，９３０円 １３，００５円

改 正 後 改 正 前

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例第１０条の２の知事が定める金額は、次の表の左欄に掲げる介護

を要する状態の区分に応じ、同表の中欄に掲げる介護を受けた日の

区分ごとにそれぞれ同表の右欄に掲げる金額とする。

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例第１０条の２の知事が定める金額は、次の表の左欄に掲げる介護

を要する状態の区分に応じ、同表の中欄に掲げる介護を受けた日の

区分ごとにそれぞれ同表の右欄に掲げる金額とする。

介護を要

する状態

の区分

介護を受けた日の区分 金 額

介護を要

する状態

の区分

介護を受けた日の区分 金 額

常時介護

を要する

１ 一の月に介護に要

する費用を支出して

その月における介護に

要する費用として支出

常時介護

を要する

１ 一の月に介護に要

する費用を支出して

その月における介護に

要する費用として支出

愛 媛 県 報平成２８年５月２４日 第２７７５号

４２３
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�愛媛県告示第６１９号
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号。以下「法」という。）第５１条第２項及び第４項の規定によ

り、狩猟免許更新に係る適性試験及び講習（以下「適性試験等」という。）を次のとおり実施する。

平成２８年５月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 対象者

法第３９条第１項の規定による狩猟免許を受けており、当該免許の有効期間が平成２８年９月１４日に満了する者

２ 適性試験等の実施の日時及び場所

所 管 の 地 方 局 会 場 の 名 称 実 施 日 時
実 施 場 所

会 場 所 在 地

東 予 地 方 局 東 予 第 １ 会 場 平成２８年７月７日（木）午前９時 今治市伯方公民館２階大ホー
ル 今治市伯方町木浦甲１２３４

同 上 東 予 第 ２ 会 場 平成２８年７月１３日（水）午前９時 今 治 市 民 会 館 大 会 議 室 今治市別宮町一丁目４－１

同 上 東 予 第 ３ 会 場 平成２８年７月２１日（木）午前９時 愛媛県産業技術研究所紙産業
技術センター研修室

四国中央市妻鳥町土居山乙１２
７

同 上 東 予 第 ４ 会 場 平成２８年７月２１日（木）午前９時 東予地方局今治庁舎４階大会
議室 今治市旭町一丁目４－９

状態 介護を受けた日があ

るとき（２に掲げる

場合を除く。）。

された費用の額（その

額が１０４，９５０円を超える

ときは、１０４，９５０円）

状態 介護を受けた日があ

るとき（２に掲げる

場合を除く。）。

された費用の額（その

額が１０４，５７０円を超える

ときは、１０４，５７０円）

２ 一の月に親族又は

これに準ずる者によ

る介護を受けた日が

あるとき（その月に

介護に要する費用を

支出して介護を受け

た日がある場合にあ

っては、当該介護に

要する費用として支

出された額が５７，０３０

円以下であるときに

限る。）。

月額５７，０３０円（新たに

介護補償を支給すべき

事由が生じた月にあっ

ては、介護に要する費

用として支出された

額）

２ 一の月に親族又は

これに準ずる者によ

る介護を受けた日が

あるとき（その月に

介護に要する費用を

支出して介護を受け

た日がある場合にあ

っては、当該介護に

要する費用として支

出された額が５６，７９０

円以下であるときに

限る。）。

月額５６，７９０円（新たに

介護補償を支給すべき

事由が生じた月にあっ

ては、介護に要する費

用として支出された

額）

随時介護

を要する

状態

１ 一の月に介護に要

する費用を支出して

介護を受けた日があ

るとき（２に掲げる

場合を除く。）。

その月における介護に

要する費用として支出

された費用の額（その

額が５２，４８０円を超える

ときは、５２，４８０円）

随時介護

を要する

状態

１ 一の月に介護に要

する費用を支出して

介護を受けた日があ

るとき（２に掲げる

場合を除く。）。

その月における介護に

要する費用として支出

された費用の額（その

額が５２，２９０円を超える

ときは、５２，２９０円）

２ 一の月に親族又は

これに準ずる者によ

る介護を受けた日が

あるとき（その月に

介護に要する費用を

支出して介護を受け

た日がある場合にあ

っては、当該介護に

要する費用として支

出された額が２８，５２０

円以下であるときに

限る。）。

月額２８，５２０円（新たに

介護補償を支給すべき

事由が生じた月にあっ

ては、介護に要する費

用として支出された

額）

２ 一の月に親族又は

これに準ずる者によ

る介護を受けた日が

あるとき（その月に

介護に要する費用を

支出して介護を受け

た日がある場合にあ

っては、当該介護に

要する費用として支

出された額が２８，４００

円以下であるときに

限る。）。

月額２８，４００円（新たに

介護補償を支給すべき

事由が生じた月にあっ

ては、介護に要する費

用として支出された

額）

愛 媛 県 報平成２８年５月２４日 第２７７５号

４２４
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�愛媛県告示第６２０号
国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第６条の３第２項に規定す

る平成２８年度の事業計画を、平成２８年５月１６日次のとおり定めた。

平成２８年５月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

同 上 東 予 第 ５ 会 場 平成２８年８月２１日（日）午後１時 東予地方局７階大会議室 西条市喜多川７９６－１

中 予 地 方 局 中 予 第 １ 会 場 平成２８年７月１２日（火）午前９時 �万高原町産業文化会館研修
室

上浮穴郡�万高原町�万１８８
番地

同 上 中 予 第 ２ 会 場 平成２８年７月１５日（金）午前９時 中予地方局７階大会議室 松山市北持田町１３２

同 上 中 予 第 ３ 会 場 平成２８年９月１日（木）午後１時 中島総合文化センター大会議
室 松山市中島大浦２９６２

同 上 中 予 第 ４ 会 場 平成２８年９月４日（日）午後１時 中予地方局７階大会議室 松山市北持田町１３２

南 予 地 方 局 南 予 第 １ 会 場 平成２８年７月２１日（木）午後１時 南予地方局八幡浜庁舎７階大
会議室 八幡浜市北浜一丁目３－３７

同 上 南 予 第 ２ 会 場 平成２８年７月２６日（火）午前９時 大洲市徳森公園管理センター
（平公民館）大ホール 大洲市徳森２２８０－２

同 上 南 予 第 ３ 会 場 平成２８年７月２８日（木）午前９時 南予地方局７階大会議室 宇和島市天神町７－１

同 上 南 予 第 ４ 会 場 平成２８年８月２５日（木）午後１時 南予地方局八幡浜庁舎７階大
会議室 八幡浜市北浜一丁目３－３７

同 上 南 予 第 ５ 会 場 平成２８年９月４日（日）午前９時 南予地方局７階大会議室 宇和島市天神町７－１

３ 申込みの手続

� 提出書類等

ア 狩猟免許更新申請書

イ 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法律第６号）第４条第１項第１号の規定による許可を現に受けている場合にあっては、当該許

可に係る許可証の写し

ウ 銃砲刀剣類所持等取締法第４条第１項第１号の規定による許可を現に受けていない場合にあっては、法第４０条第２号から第４号ま

でに該当するかどうかについての医師の診断書

エ 写真（６箇月以内に撮影した無帽、正面、上三分身及び無背景の縦の長さ３．０センチメートル及び横の長さ２．４センチメートルのも

ので、その裏面に氏名及び撮影年月日を記載したもの）

オ 狩猟免許更新申請手数料（愛媛県収入証紙によること。） 更新しようとする免許の種類ごとに各２，９００円

カ 受験票等の郵送を希望する者にあっては、簡易書留の郵送料に相当する郵便切手を貼付し、宛先を記載した返信用封筒

� 書類等の提出先

申込者の住所地を管轄する地方局産業経済部森林林業課若しくは中予地方局産業経済部�万高原森林林業課若しくは東予地方局産業
経済部森林林業課四国中央森林林業振興班若しくは今治支局森林林業課若しくは南予地方局産業経済部森林林業課愛南森林林業振興班、

八幡浜支局森林林業課若しくは八幡浜支局森林林業課大洲森林林業振興班（以下「林業課」という。）とする。

� 申込みの期限

原則として希望する適性試験等実施日前１４日とする。

� その他

ア 書類の提出は、持参又は郵送によること。

イ 狩猟免許更新申請書は、林業課において、希望者に配付する。

ウ 申込者の適性試験等の日時及び場所は、所管地方局長が指定し、通知する。

�愛媛県告示第６２１号
農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第８３３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２８年度分の交

上畑地の一部 〃 〃

宇 和 島 市 下畑地の一部 〃 〃

下畑地の一部 〃 数値情報化

大浦の一部 〃 〃

調査を行う
者 の 名 称 調 査 地 域 調 査 期 間 摘 要

大浦の一部 平成２９年３月３１日まで 地籍調査
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付金、負担金及び補助金から適用する。

平成２８年５月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（目的）

第１条 知事は、農業の生産力の増進及び農業経営の合理化を図

る ため、愛媛県補助金等交付規則

（平成１８年愛媛県規則第１７号）に定めるもののほか、この規程の

定めるところにより、農業委員会及び農業委員会ネットワーク機

構に要する経費に対し、予算の範囲内において、市町及び農業委

員会ネットワーク機構に交付金、負担金又は補助金（以下「交付

金等」という。）を交付するものとする。

（交付金等交付対象経費及び補助率等）

第２条 交付金等を交付することとする経費及びその補助率等は、

次の表のとおりとする。

� 交付金

（目的）

第１条 知事は、農業の生産力の発展及び農業経営の合理化を図

り、農民の地位向上に寄与するため、愛媛県補助金等交付規則

（平成１８年愛媛県規則第１７号）に定めるもののほか、この規程の

定めるところにより、農業委員会及び県農業会議

に要する経費に対し、予算の範囲内において、市町及び県農業

会議 に交付金、負担金又は補助金（以下「交付

金等」という。）を交付するものとする。

（交付金等交付対象経費及び補助率等）

第２条 交付金等を交付することとする経費及びその補助率等は、

次の表のとおりとする。

� 交付金

区 分 経 費
交付基準又

は交付金額
区 分 経 費

交付基準

農業委員

会に要す

る経費

農業委員会等に関する法律（昭和

２６年法律第８８号）第６条第１項及

び第２項に規定する事項に関する

事務に要する経費（農業委員及び

農地利用最適化推進委員手当、職

員設置費及び農地調査・資料整備

費をいう。第３項第１号において

同じ。）

省略 農業委員

会に要す

る経費

組織

に要する経費（委員手当

、職

員設置費及び農地調査・資料整備

費をいう。第３項第１号において

同じ。）

省略

農地等の利用の最適化の推進に関

する事項に関する事務に要する経

費（農業委員及び農地利用最適化

推進委員手当をいう。第３項第１

号において同じ。）

定額

� 負担金 � 負担金

区 分 経 費 負担率 区 分 経 費 負担率

農業委員

会ネット

ワーク機

構に要す

る経費

農地法（昭和２７年法律第２２９号）に基

づき農業委員会ネットワーク機構が

行うものとされた業務（以下「農地

法業務」という。）に要する経費

（役職員手当、職員給与費等、役職

員旅費、事務等経費及びその他の農

地法業務に要する経費をいう。第３

項第２号において同じ。）

省略 県農業会

議

に要す

る経費

組織

に 要 す る 経 費

（会議員手当、職員給与費及び法定

福利費

をいう。第３

項第２号において同じ。）

省略

� 補助金 � 補助金

区 分 経 費

補助率又

は補助金

額

区 分 経 費

補助率又

は補助金

額

農業委員

会に要す

る経費

農地法 に基

づく事務の適正実施のための支援事業

及び農地の有効利用を図るための支援

事業に要する経費

省略 農業委員

会に要す

る経費

農地法（昭和２７年法律第２２９号）に基

づく事務の適正実施のための支援事業

及び農地の有効利用を図るための支援

事業に要する経費

省略
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農業委員

会ネット

ワーク機

構に要す

る経費

省略 県農業会

議

に要す

る経費

省略

２ 省略

３ 次に掲げる経費の流用は、してはならない。

� 農業委員会に要する経費のうち、農業委員会等に関する法律

第６条第１項及び第２項に規定する事項に関する事務に要する

経費、農地等の利用の最適化の推進に関する事項に関する事務

に要する経費及び農地法に基づく事務の適正実施のための支援

事業に要する経費の相互流用並びに農業委員会等に関する法律

第６条第１項及び第２項に規定する事項に関する事務に要する

経費、農地等の利用の最適化の推進に関する事項に関する事務

に要する経費及び農地の有効利用を図るための支援事業に要す

る経費の相互流用

� 農業委員会ネットワーク機構に要する経費のうち、農地法業

務に要する経費、農業委員会等活動強化対策事業に要する経

費、都道府県農業改善推進支援事業に要する経費及び広域的な

農地利用調整活動等への支援事業に要する経費の相互流用

（交付金等の交付申請）

第３条 市町又は農業委員会ネットワーク機構は、交付金等の交付

の申請をしようとするときは、申請書（様式第１号の�又は�）

に事業計画書（様式第２号の�又は�）及び収支予算書（様式第

３号の�又は�）を添付し、別に定める期日までに知事に提出し

なければならない。

（変更承認申請）

第４条 市町又は農業委員会ネットワーク機構は、次の各号のいず

れかに該当するときは、様式第４号の�若しくは�又は様式第５

号の�若しくは�により知事の承認を受けなければならない。

� 農業委員会が交付対象職員を変更し、又は農業委員会ネット

ワーク機構が負担対象職員を変更するとき。

�・� 省略

（事業遅延等の場合の報告）

第５条 市町又は農業委員会ネットワーク機構は、交付金等交付事

業が予定の期間内に完了しないとき、又は交付金等交付事業の遂

行が困難となつたときは、速やかに、知事に報告してその指示を

受けなければならない。

２ 市町又は農業委員会ネットワーク機構は、前項の規定により知

事の指示を求める場合には、交付金等交付事業が予定の期間内に

完了せず、又は交付金等交付事業の遂行が困難となつた理由及び

交付金等交付事業の遂行状況を記載した報告書を知事に提出しな

ければならない。

（申請の取下げ）

第６条 市町又は農業委員会ネットワーク機構は、交付金等の交付

の決定通知を受領した場合において、当該通知に係る交付金等の

交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、

交付金等の交付の決定通知を受けた日から起算して１０日以内に申

請を取り下げることができる。

（事業遂行状況報告）

第７条 市町又は農業委員会ネットワーク機構は、交付金等の交付

の決定を受けた年度の１２月末日現在において交付金等交付事業の

２ 省略

３ 次に掲げる経費の流用は、してはならない。

� 農業委員会に要する経費のうち、組織

に要する経費及び農地法に基づく事務の適正実施のための支援

事業に要する経費の相互流用並びに組織

に要する経費及び農地の有効利用を図るための支援事業に要す

る経費の相互流用

� 県農業会議 に要する経費のうち、組織

に要する経費、農業委員会等活動強化対策事業に要する経

費、都道府県農業改善推進支援事業に要する経費及び広域的な

農地利用調整活動等への支援事業に要する経費の相互流用

（交付金等の交付申請）

第３条 市町又は県農業会議 は、交付金等の交付

の申請をしようとするときは、申請書（様式第１号の�又は�）

に事業計画書（様式第２号の�又は�）及び収支予算書（様式第

３号の�又は�）を添付し、別に定める期日までに知事に提出し

なければならない。

（変更承認申請）

第４条 市町又は県農業会議 は、次の各号のいず

れかに該当するときは、様式第４号の�若しくは�又は様式第５

号の�若しくは�により知事の承認を受けなければならない。

� 農業委員会が交付対象職員を変更し、又は県農業会議

が負担対象職員を変更するとき。

�・� 省略

（事業遅延等の場合の報告）

第５条 市町又は県農業会議 は、交付金等交付事

業が予定の期間内に完了しないとき、又は交付金等交付事業の遂

行が困難となつたときは、速やかに、知事に報告してその指示を

受けなければならない。

２ 市町又は県農業会議 は、前項の規定により知

事の指示を求める場合には、交付金等交付事業が予定の期間内に

完了せず、又は交付金等交付事業の遂行が困難となつた理由及び

交付金等交付事業の遂行状況を記載した報告書を知事に提出しな

ければならない。

（申請の取下げ）

第６条 市町又は県農業会議 は、交付金等の交付

の決定通知を受領した場合において、当該通知に係る交付金等の

交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、

交付金等の交付の決定通知を受けた日から起算して１０日以内に申

請を取り下げることができる。

（事業遂行状況報告）

第７条 市町又は県農業会議 は、交付金等の交付

の決定を受けた年度の１２月末日現在において交付金等交付事業の
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遂行の状況報告書（様式第６号の�又は�）を作成し、当該年度

の１月１５日までに知事に提出しなければならない。ただし、知事

が別に定める概算払請求書をもつてこれに代えることができる。

２ 知事は、必要があると認めるときは、市町又は農業委員会ネッ

トワーク機構に対し、前項に定めるもののほか、交付金等交付事

業の遂行の状況について報告を求めることがある。

（事業実績報告）

第８条 市町又は農業委員会ネットワーク機構は、交付金等交付事

業が完了したとき（交付金等交付事業の廃止の承認を受けたとき

を含む。）は、交付金等の交付の決定のあつた年度の３月３１日ま

でに、交付金等交付事業の成果を記載した実績報告書（様式第７

号の�又は�）に事業実績書（様式第８号の�又は�）及び収支

精算書（様式第９号の�又は�）を添え、知事に提出するものと

する。

（指導監督）

第１０条 交付金等の交付を受ける市町又は農業委員会ネットワーク

機構は、交付金等交付事業の実施に関し、当該職員の指導監督を

拒むことができない。

（財産の管理）

第１１条 市町又は農業委員会ネットワーク機構は、交付金等交付事

業により取得し、又は効用の増加した財産を、補助金の交付の目

的に従つて適正に管理しなければならない。

２ 市町又は農業委員会ネットワーク機構は、前項の財産のうちそ

の取得価格又は効用の増加価格の単価が５０万円を超える機械及び

器具を、知事の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して

使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならな

い。ただし、市町又は農業委員会ネットワーク機構が補助金の全

部に相当する金額を県に納付した場合又は減価償却資産の耐用年

数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定する耐用年

数に相当する期間（同令に規定のない財産については、知事が定

める期間）を経過した場合は、この限りでない。

（帳簿書類の備付け）

第１２条 市町又は農業委員会ネットワーク機構は、交付金等交付事

業に係る収入及び支出の状況を明らかにした帳簿書類を備え、こ

れを当該交付金等交付事業が完了し、又は廃止された年度の翌年

度から起算して５年間保存しておかなければならない。

様式第１号の�（第３条関係）

省略

（農業委員会ネットワーク機構の名称）

（代表者役職氏名） �

年度農業委員会ネットワーク機構負担金等交付

申請書

年度において農業委員会ネットワーク機構に関する事業を

実施したいので、農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛

媛県告示第８３３号）第３条の規定に基づき、負担金等 円

を交付されたく事業計画書及び収支予算書を添え申請する。

注 不要の文字は、抹消すること。

様式第２号の�（第３条関係）

省略

１～４ 省略

５ 農地等の利用の最適化の推進に関する事項に関する事務に要

する経費（農地利用最適化交付金）に係る事業

別紙１のとおり。

遂行の状況報告書（様式第６号の�又は�）を作成し、当該年度

の１月１５日までに知事に提出しなければならない。ただし、知事

が別に定める概算払請求書をもつてこれに代えることができる。

２ 知事は、必要があると認めるときは、市町又は県農業会議

に対し、前項に定めるもののほか、交付金等交付事

業の遂行の状況について報告を求めることがある。

（事業実績報告）

第８条 市町又は県農業会議 は、交付金等交付事

業が完了したとき（交付金等交付事業の廃止の承認を受けたとき

を含む。）は、交付金等の交付の決定のあつた年度の３月３１日ま

でに、交付金等交付事業の成果を記載した実績報告書（様式第７

号の�又は�）に事業実績書（様式第８号の�又は�）及び収支

精算書（様式第９号の�又は�）を添え、知事に提出するものと

する。

（指導監督）

第１０条 交付金等の交付を受ける市町又は県農業会議

は、交付金等交付事業の実施に関し、当該職員の指導監督を

拒むことができない。

（財産の管理）

第１１条 市町又は県農業会議 は、交付金等交付事

業により取得し、又は効用の増加した財産を、補助金の交付の目

的に従つて適正に管理しなければならない。

２ 市町又は県農業会議 は、前項の財産のうちそ

の取得価格又は効用の増加価格の単価が５０万円を超える機械及び

器具を、知事の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して

使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならな

い。ただし、市町又は県農業会議 が補助金の全

部に相当する金額を県に納付した場合又は減価償却資産の耐用年

数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定する耐用年

数に相当する期間（同令に規定のない財産については、知事が定

める期間）を経過した場合は、この限りでない。

（帳簿書類の備付け）

第１２条 市町又は県農業会議 は、交付金等交付事

業に係る収入及び支出の状況を明らかにした帳簿書類を備え、こ

れを当該交付金等交付事業が完了し、又は廃止された年度の翌年

度から起算して５年間保存しておかなければならない。

様式第１号の�（第３条関係）

省略

愛媛県農業会議

会 長 氏 名�

年度農業会議負担金等交付申請書

年度において農業会議 に関する事業を

実施したいので、農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛

媛県告示第８３３号）第３条の規定に基づき、負担金等 円

を交付されたく事業計画書及び収支予算書を添え申請する。

様式第２号の�（第３条関係）

省略

１～４ 省略
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６ 農地法（昭和２７年法律第２２９号）に基づく事務の適正実施の

ための支援事業

別紙２のとおり。

７ 農地の有効利用を図るための支援事業

別紙３のとおり。

８ 省略

別紙１ 農地等の利用の最適化の推進に関する事項に関する事務

に要する経費（農地利用最適化交付金）に係る事業

１ 活動実績に応じた交付金関係

� 農業委員及び農地利用最適化推進委員（以下「推進委員」

という。）の人数、新制度移行時期並びに３月までの月数

５ 農地法（昭和２７年法律第２２９号）に基づく事務の適正実施の

ための支援事業

別紙１のとおり。

６ 農地の有効利用を図るための支援事業

別紙２のとおり。

７ 省略

農業委員及び推進委員の人数
新制度移

行時期

新制度移行

から３月ま

での月数
農業委員 推進委員

人 人 人 年 月 月

� 農地利用の最適化に向けた活動

ア 担い手への農地集積・集約化の推進活動

時 期 活動日数 活動内容

人日

イ 遊休農地の発生防止・解消活動

時 期 活動日数 活動内容

人日

ウ 農地中間管理機構との連携活動

時 期 活動日数 活動内容

人日

エ 新規参入の促進活動

時 期 活動日数 活動内容

人日

オ その他

時 期 活動日数 活動内容

人日

２ 成果実績に応じた交付金関係

� 年度（事業実施年度の前年度）における農地利用の

最適化の状況

ア 農地集積面積（ 年１２月末日現在）

耕地面積� 農地集積面積� 農地集積率（Ｂ／Ａ）

� � ％

注 小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位

まで記載すること。

イ 遊休農地面積（ 年利用状況調査結果）

耕地面積

�

遊休農地面積� 遊休農地率

（Ｂ／（Ａ＋Ｃ））１ 号 遊

休 農 地

�

２ 号 遊

休 農 地

�

� � � � ％

注 小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位

まで記載すること。
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� 年度（事業実施年度）における農地利用の最適化の

状況

ア 農地集積面積（ 年１２月末日現在）

耕地面積� 農地集積面積� 農地集積率（Ｂ／Ａ）

� � ％

注 小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位

まで記載すること。

イ 遊休農地面積（ 年利用状況調査結果）

耕地面積

�

遊休農地面積� 遊休農地率

（Ｂ／（Ａ＋Ｃ））１ 号 遊

休 農 地

�

２ 号 遊

休 農 地

�

� � � � ％

注 小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位

まで記載すること。

３ 経費の内訳

項 目
経費内

訳
総事業

費

活動実

績に応

じた交

付金額

成果実

績に応

じた交

付金額

１ 担い手への 農 地 集

積・集約化の推進活動

円

２ 遊休農地の 発 生 防

止・解消活動

３ 農地中間管理機構と

の連携活動

４ 新規参入の促進活動

５ その他

合 計 円 円

注 「経費内訳」の欄は、活動に係る経費を「単価×活動日

数」の形式で記載し、農業委員と推進委員の内訳について

も記載すること。

別紙２ 農地法に基づく事務の適正実施のための支援事業

１ 農地法第３条第２項第５号の規定に基づく別段面積の設定調

査

別紙１ 農地法に基づく事務の適正実施のための支援事業

別段面積設定調査回数

延べ 回

２ 省略

３ 農地法第６条第２項の規定に基づく農地所有適格法人に対す

る勧告等

１ 省略

２ 農地法第６条第２項の規定に基づく農業生産法人 に対す

る勧告等

報告農地所有適格

法人数

勧告を行う農地所

有適格法人数

立入調査を行う農

地所有適格法人数

報告農業生産法人

数

勧告を行う農業生

産法人数

立入調査を行う農

業生産法人数

省略 省略

４ 省略

５ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 別段面積の設定調査及び周辺農地利用状況調査
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別段面積設定調査回数 周辺農地利用状況調査回数

延べ 回 延べ 回

６～９ 省略

１０ 農地等の台帳の整備

�・� 省略

� 農地に関する地図の更新計画

６～９ 省略

１０ 農地等の台帳の整備

�・� 省略

更新内容 管内農地筆数
うち更新筆数（概

数）

筆 筆

� 省略

１１・１２ 省略

１３ 経費の内訳

� 省略

１１・１２ 省略

１３ 経費の内訳

項 目
総事

業費

うち補

助金額

経費

内訳
項 目

総事

業費

うち補

助金額

経費

内訳

１ 農地の利用関係の調整 円 円 １ 農地の利用関係の調整 円 円

� 農地法第３条第２項第５号の

規定に基づく別段面積設定調査

� 農地法第３条の２第２項の規

定に基づく許可の取消しに関す

る調査等� 農地法第３条の２第２項の規

定に基づく許可の取消しに関す

る調査等

� 農地法第６条第２項の規定に

基づく農地所有適格法人に対す

る勧告等

� 農地法第６条第２項の規定に

基づく農業生産法人 に対す

る勧告等

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

２ 農地の利用状況等の調査 ２ 農地の利用状況等の調査

� 利用状況調査 � 別段面積の設定調査及び周辺

農地利用状況調査ア 調査計画等決定のための会

議及び計画の周知 � 利用状況調査

イ 調査資料作成 ア 調査計画等決定のための会

議及び計画の周知ウ 利用状況（調査）の記録及

び保存 イ 調査資料作成

エ 調査員の設置 ウ 利用状況（調査）の記録及

び保存

エ 調査員の設置

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

３ 省略 ３ 省略

４ 農地等の台帳の整備 ４ 農地等の台帳の整備

�・� 省略 �・� 省略

� 農地に関する地図の更新 � システム活用等経費

� システム活用等経費

５ 省略 ５ 省略

省略 省略

注 省略

別紙３ 省略

様式第２号の�（第３条関係）

注 省略

別紙２ 省略

様式第２号の�（第３条関係）
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省略

１ 役職員手当関係

省略

１ 会議員

総数 人 うち常任会議員 人会 議 調査、打合せ等

開催回数 人数 実施回数 人数

回 人日 回 人日

注 「人数」の欄は、負担金を手当に充当した役職員の出席

日数の総計を記載すること。

２ 職員 ２ 職員

負担

非負

担の

別

氏名 性

別

（

年

齢

）

担

当

事

務

専兼

別

給与手

当（年

）額

法定福

利費（

年）額

業務日

数

備考

前歴�
�
�
�
�

その

�
�
�
�
�他

負担

非負

担の

別

氏名 性別

（年

齢）

担当

事務

専兼

別

給与手当

（年）額

法定福利

費（年）

額

備考

前歴�
�
�
�
�

その

�
�
�
�
�他

専

兼

別

兼

務

先

負

担

対

象

経

費

負

担

対

象

外

経

費

計 負

担

対

象

経

費

負

担

対

象

外

経

費

計 負

担

対

象

日

数

負

担

対

象

外

日

数

計 専

兼

別

兼

務

先

負

担

対

象

経

費

負

担

対

象

外

経

費

計 負

担

対

象

経

費

負

担

対

象

外

経

費

計

国庫

負担

対象

円 円 円 円 円 円 人

日

人

日

人

日

国庫

負担

対象

円 円 円 円 円 円

計（ 名） 計（名）

県費

負担

対象

県費

負担

対象計（ 名） 計（ 名）

自己

負担

自己

負担計（ 名） 計（ 名）

合計 名 合計 名

注 １～３ 省略

４ 業務日数の欄の「負担対象日数」の欄には職員の業

務日数のうち国庫負担金を充当する日の合計日数を、

「負担対象外日数」の欄には国庫負担金を充当しない

日の合計日数を記載すること。

３～６ 省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等への支援事業

１ 農業委員会等に対する支援

� 農業委員会等相互の連絡調整

注 １～３ 省略

３～６ 省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等への支援事業

１ 農地の有効利用を図るための活動等

� 農業委員会に対する助言及び協力

省略 省略

� 事務を効率的かつ効果的に実施している農業委員会等の取

組に関する情報の公表

� 相談活動等

農地相談員 人数

活動方針
農地利用

調整活動

（会議開

催回数）

農業委員会名 取組の概要 公表方法

相談

件数

相談

日数

専

門

分

野

農地制度に専門的な知見

を有する者
人 件 日 回

地域の農業事情等に精通

している者
人 件 日 回

その他（ ） 人 件 日 回

注１ 「その他」の欄は、具体的に記載すること。
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� 研修実施計画

２ 確定値を記載できない欄は、想定値を記載すること。

開 催 時

期

開 催 場

所

研 修 目

的

研 修 対

象者

研 修 内

容

女 性 登

用 の 周

知 活 動

等 の 内

容

月 日

� 中央研修会への出席計画

研 修 会

名

開 催 時

期

開 催 場

所

研 修 内

容

出 席 者

名
備 考

月 日

注 「備考」の欄には、中央研修会へ出席した者が農業委

員会ネットワーク機構開催の研修会の講師として講演等

を行う予定日を記載すること。

� 女性農業委員の登用促進及び組織化のための活動計画

活 動 時

期

活 動 場

所

活 動 対

象者

活 動 内

容

ア ド バ

イ ザ ー

名

備 考

２ 農地に関する情報の整理及び農業者、農業参入希望者等への

提供

� 情報の整理

２ 農業委員等の資質向上のための活動

� 研修実施計画等

開 催 時

期

開 催 場

所

研 修 目

的

研 修 対

象者

研 修 内

容

女 性 登

用 の 周

知 活 動

等 の 内

容

実施時期 内 容

� 情報の提供

実施時期 提供先 活動内容

月 日

� 中央研修会への出席計画等

研 修 会

名

開 催 時

期

開 催 場

所

研 修 内

容

出 席 者

名
備 考

月 日

注 「備考」の欄には、中央研修会へ出席した者が県農業

会議開催の研修会の講師として講演等を行う予定日を記

載すること。

� 女性農業委員の登用促進及び組織化のための活動計画等

活 動 時

期

活 動 場

所

活 動 対

象者

活 動 内

容

ア ド バ

イ ザ ー

名

備 考

３ 農業委員会ネットワーク業務を行うための会議への出席 ３ 農地法等に基づく業務を処理するための会議

省略 省略

４ 省略

５ 経費の内訳

４ 省略

５ 経費の内訳

項 目
総事

業費

うち補

助金額

経費

内訳
項 目

総事

業費

うち補

助金額

経費

内訳
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１ 農業委員会等に対する支援 省略 １ 農地の有効利用を図るための活動

等

省略

２ 農地に関する情報の整理及び農業

者、農業参入希望者等への提供

２ 農業委員等の資質向上のための活

動

３ 農業委員会ネットワーク業務を行

うための会議への出席

３ 農地法等に基づく業務を処理する

ための会議

４ 省略 ４ 省略

省略 省略

注 省略

様式第３号の�（第３条関係）

省略

� 省略

� 支出の部

注 省略

様式第３号の�（第３条関係）

省略

� 省略

� 支出の部

区 分
本年度

予算額

左のうち県費交付

金等交付額

備

考
区 分

本年度

予算額

左のうち県費交付

金等交付額

備

考

１ 農業委員及び農地利用

最適化推進委員手当（農

業委員会交付金）

２・３ 省略

４ 農業委員及び農地利用

最適化推進委員手当（農

地利用最適化交付金）

５ 省略

省略

省略

１ 委 員 手 当

２・３ 省略

４ 省略

省略

省略

様式第３号の�（第３条関係）

省略

� 省略

� 支出の部

様式第３号の�（第３条関係）

省略

� 省略

� 支出の部

区 分
本年度

予算額

左のうち県費負担

金等交付額

備

考
区 分

本年度

予算額

左のうち県費負担

金等交付額

備

考

１ 農業委員会ネットワー

ク機構負担金事業費

� 役職員手当

� 職員給与費等

� 役職員旅費

� 事務等経費

� その他の経費

２ 農業委員会等活動強化

対策事業費

３ 都道府県農業改善推進

支援事業費

� 旅 費

� 事務費

４ 広域的な農地利用調整

活動等への支援事業費

５ その他の事業費

省略

省略

１ 会 議 員 手 当

（常任会議員会議）

２ 会 議 員 手 当

（総 会）

３ 職 員 給 与 費

４ 法 定 福 利 費

５ 業 務 費

� 農業委員会等活動強

化対策事業費

� 都道府県農業改善推

進支援事業費

ア 会議員旅費

イ 連絡旅費

ウ 事務費

� 広域的な農地利用調

整活動等への支援事業

費

６ そ の 他 の 事 業 費

省略

省略
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様式第４号の�（第４条関係）

省略

注 １ 会議員手当（常任会議員会議）の項には、常任会議

員会議に出席する会議員の手当の支給に要する額を記

載すること。

２ 会議員手当（総会）の項には、総会に出席する会議

員の手当の支給に要する額を記載すること。

様式第４号の�（第４条関係）

省略

年度農業委員会ネットワーク機構負担金等交

付事業変更承認申請書

省略

（農業委員会ネットワーク機構の名称）

（代表者役職氏名） �

省略

年度農業会議負担金等交付

事業変更承認申請書

省略

愛媛県農業会議会長 氏 名�

省略

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ 省略

様式第５号の�（第４条関係）

省略

（農業委員会ネットワーク機構の名称）

（代表者役職氏名） �

年度農業委員会ネットワーク機構負担金等変更及び

追加交付申請書

年 月 日付け 第 号で交付決定通知のあつた

年度農業委員会ネットワーク機構負担金等については、農

業委員会ネットワーク機構に要する経費に対し、下記のとおり変

更したいので、農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛

県告示第８３３号）第４条の規定に基づき、負担金等 円を

追加交付されたく申請する。

記

１～３ 省略

４ 収支予算

� 省略

� 支出の部

注 省略

様式第５号の�（第４条関係）

省略

愛媛県農業会議会長 氏 名�

年度農業会議負担金等変更及び追加交付申請書

年 月 日付け 第 号で交付決定通知のあつた

年度農業会議負担金等 については、農

業会議 に要する経費に対し、下記のとおり変

更したいので、農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛

県告示第８３３号）第４条の規定に基づき、負担金等 円を

追加交付されたく申請する。

記

１～３ 省略

４ 収支予算

� 省略

� 支出の部

区 分
当初申請

予算額

今回申請

予算額
計

備

考
区 分

当初申請

予算額

今回申請

予算額
計

備

考

１ 農業委員会ネット

ワーク機構負担金事

業費

� 役職員手当

� 職員給与費等

� 役職員旅費

� 事務等経費

� その他の経費

２ 農業委員会等活動

強化対策事業費

３ 都道府県農業改善

推進支援事業費

� 旅 費

� 事務費

４ 広域的な農地利用

調整活動等への支援

事業費

省略

会 議 員 手 当

（常任会議員会議）

会 議 員 手 当

（ 総 会 ）

職 員 給 与 費

法 定 福 利 費

業 務 費

そ の 他

省略
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５ その他の事業費

省略 省略

注１・２ 省略

３ その他の事業費の項には、変更を要しない経費の総

額を記載すること。

注 不要の文字は、抹消すること。

様式第６号の�（第７条関係）

注１・２ 省略

３ 会議員手当、職員給与費及び法定福利費以外の経費

の変更がある場合には、区分の欄に当該経費の項を設

け、記載すること。

４ その他 の項には、変更を要しない経費の総

額を記載すること。

様式第６号の�（第７条関係）

年度農業委員会ネットワーク機構負担金

等交付事業遂行状況報告書

省略

（農業委員会ネットワーク機構の名称）

（代表者役職氏名） �

年 月 日付け 第 号で交付決定のあ

つた農業委員会ネットワーク機構負担金等交付事業の遂行状

況を農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示

第８３３号）第７条第１項の規定に基づき、次のとおり報告す

る。

年度農業会議負担金等

交付事業遂行状況報告書

省略

愛媛県農業会議会長 氏 名�

年 月 日付け 第 号で交付決定のあ

つた農業会議負担金等交付事業 の遂行状

況を農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示

第８３３号）第７条第１項の規定に基づき、次のとおり報告す

る。

省略 省略

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ 省略

様式第７号の�（第８条関係）

省略

（農業委員会ネットワーク機構の名称）

（代表者役職氏名） �

年度農業委員会ネットワーク機構実績報告書

年 月 日付け愛媛県指令 第 号に基づき

農業委員会ネットワーク機構に関する事業を実施したので、事業

実績書及び 収支精算書を添え報告する。

注 不要の文字は、抹消すること。

様式第８号の�（第８条関係）

省略

１～４ 省略

５ 農地等の利用の最適化の推進に関する事項に関する事務に要

する経費（農地利用最適化交付金）に係る事業

別紙１のとおり。

６ 農地法（昭和２７年法律第２２９号）に基づく事務の適正実施の

ための支援事業

別紙２のとおり。

７ 農地の有効活用を図るための支援事業

別紙３のとおり。

８ 経費関係

注 省略

様式第７号の�

省略

愛媛県農業会議

会 長 氏 名�

年度農業会議実績報告書

年 月 日付け愛媛県指令 第 号に基づき

農業会議 に関する事業を実施したので、事業

実績書および収支精算書を添え報告する。

様式第８号の�（第８条関係）

省略

１～４ 省略

５ 農地法（昭和２７年法律第２２９号）に基づく事務の適正実施の

ための支援事業

別紙１のとおり。

６ 農地の有効活用を図るための支援事業

別紙２のとおり。

７ 経費関係

区 分 実 績 区 分 実 績

農業委員及び

農地利用最適

化推進委員手

当（農業委員

会交付金）

省略 委 員 手 当 省略

省略 省略
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農地調査・資

料 整 備 費

市町実績額 � 円 農地調査・資

料 整 備 費

市町実績額 � 円

県費交付金交付額 �ハ 円 県費交付金交付額 �ハ 円

農業委員及び

農地利用最適

化推進委員手

当（農地利用

最 適 化 交 付

金）

委 員 手 当 支 給 人 員 人（延べ 人）

市 町 実 績 額 � 円

県 費 交 付 金 交 付 額 �ニ 円

業 務 費 省略 業 務 費 省略

合 計

市町実績額� 省略

合 計

市町実績額� 省略

県費補助金交

付額 �ホ

省略 県費補助金交

付額 �ニ

省略

計

市町実績額 �＋�＋�

＋�＋�

省略

計

市町実績額 �＋�＋�

＋�

省略

県費交付金等交付額 �イ

＋�ロ＋�ハ＋�ニ＋�ホ

省略 県費交付金等交付額 �イ

＋�ロ＋�ハ＋�ニ

省略

９ 省略

別紙１ 農地等の利用の最適化の推進に関する事項に関する事務

に要する経費（農地利用最適化交付金）に係る事業

１ 活動実績に応じた交付金関係

� 農業委員及び農地利用最適化推進委員（以下「推進委員」

という。）の人数、新制度移行時期並びに３月までの月数

８ 省略

農業委員及び推進委員の人数
新制度移

行時期

新制度移行

から３月ま

での月数
農業委員 推進委員

人 人 人 年 月 月

� 農地利用の最適化に向けた活動

ア 担い手への農地集積・集約化の推進活動

時 期 活動日数 活動内容

人日

イ 遊休農地の発生防止・解消活動

時 期 活動日数 活動内容

人日

ウ 農地中間管理機構との連携活動

時 期 活動日数 活動内容

人日

エ 新規参入の促進活動

時 期 活動日数 活動内容

人日

オ その他

時 期 活動日数 活動内容

人日

２ 成果実績に応じた交付金関係

� 年度（事業実施年度の前年度）における農地利用の

最適化の状況

ア 農地集積面積（ 年１２月末日現在）
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耕地面積� 農地集積面積� 農地集積率（Ｂ／Ａ）

� � ％

注 小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位

まで記載すること。

イ 遊休農地面積（ 年利用状況調査結果）

耕地面

積�

遊休農地面積� 遊休農地率

（Ｂ／（Ａ＋Ｃ））１号遊

休農地

�

２号遊

休農地

�

� � � � ％

注 小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位

まで記載すること。

� 年度（事業実施年度）における農地利用の最適化の

状況

ア 農地集積面積（ 年１２月末日現在）

耕地面積� 農地集積面積� 農地集積率（Ｂ／Ａ）

� � ％

注 小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位

まで記載すること。

イ 遊休農地面積（ 年利用状況調査結果）

耕地面

積�

遊休農地面積� 遊休農地率

（Ｂ／（Ａ＋Ｃ））１号遊

休農地

�

２号遊

休農地

�

� � � � ％

注 小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位

まで記載すること。

３ 経費の内訳

項 目
経費内

訳
総事業

費

活動実

績に応

じた交

付金額

成果実

績に応

じた交

付金額

１ 担い手への 農 地 集

積・集約化の推進活動

円

２ 遊休農地の 発 生 防

止・解消活動

３ 農地中間管理機構と

の連携活動

４ 新規参入の促進活動

５ その他

合 計 円 円

注 「経費内訳」の欄は、活動に係る経費を「単価×活動日

数」の形式で記載し、農業委員と推進委員の内訳について

も記載すること。

別紙２ 農地法に基づく事務の適正実施のための支援事業

１ 農地法第３条第２項第５号の規定に基づく別段面積の設定調

別紙１ 農地法に基づく事務の適正実施のための支援事業
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査

別段面積設定調査回数

延べ 回

２ 省略

３ 農地法第６条第２項の規定に基づく農地所有適格法人に対す

る勧告等

１ 省略

２ 農地法第６条第２項の規定に基づく農業生産法人 に対す

る勧告等

報告農地所有適格

法人数

勧告を行つた農地

所有適格法人数

立入調査を行つた

農地所有適格法人

数

報告農業生産法人

数

勧告を行つた農業

生産法人数

立入調査を行つた

農業生産法人数

省略 省略

４ 省略

５ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 別段面積の設定調査及び周辺農地利用状況調査

別段面積設定調査回数 周辺農地利用状況調査回数

延べ 回 延べ 回

６ 利用状況調査

� 省略

� 調査実績等

６ 利用状況調査

� 省略

� 調査実績等

省略 省略

注 省略

（管内農地面積の内訳）

注 省略

面 積

農地法第３２条第１項第１号該当農地 �

農地法第３２条第１項第２号該当農地 �

� 省略

７～１３ 省略

１４ 農地等の台帳の整備

�・� 省略

� 農地に関する地図の更新実績

� 省略

７～１３ 省略

１４ 農地等の台帳の整備

�・� 省略

更新内容 管内農地筆数
うち更新筆数（概

数）

筆 筆

� 省略

１５・１６ 省略

１７ 経費の内訳

� 省略

１５・１６ 省略

１７ 経費の内訳

項 目
総事

業費

うち補

助金額

経費

内訳
項 目

総事

業費

うち補

助金額

経費

内訳

１ 農地の利用関係の調整 円 円 １ 農地の利用関係の調整 円 円

� 農地法第３条第２項第５号の

規定に基づく別段面積設定調査

� 農地法第３条の２第２項の規

定に基づく許可の取消しに関す

る調査等� 農地法第３条の２第２項の規

定に基づく許可の取消しに関す

る調査等

� 農地法第６条第２項の規定に

基づく農地所有適格法人に対す

る勧告等

� 農地法第６条第２項の規定に

基づく農業生産法人 に対す

る勧告等

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略
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２ 農地の利用状況等の調査 ２ 農地の利用状況等の調査

� 利用状況調査 � 別段面積の設定調査及び周辺

農地利用状況調査ア 調査計画等決定のための会

議及び計画の周知 � 利用状況調査

イ 調査資料作成 ア 調査計画等決定のための会

議及び計画の周知ウ 利用状況（調査）の記録及

び保存 イ 調査資料作成

エ 調査員の設置 ウ 利用状況（調査）の記録及

び保存

エ 調査員の設置

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

３ 省略 ３ 省略

４ 農地等の台帳の整備 ４ 農地等の台帳の整備

�・� 省略 �・� 省略

� 農地に関する地図の更新 � システム活用等経費

� システム活用等経費

５ 省略 ５ 省略

省略 省略

注 省略

別紙３ 省略

様式第８号の�（第８条関係）

省略

１ 役職員手当関係

注 省略

別紙２ 省略

様式第８号の�（第８条関係）

省略

１ 会議員

総数 人 うち常任会議員 人
会 議 調査、打合せ等

開催回数 人数 実施回数 人数

回 人日 回 人日

注 「人数」の欄は、負担金を手当に充当した役職員の出席

日数の総計を記載すること。

２ 職員 ２ 職員

負担

非負

担の

別

氏名 性

別

（

年

齢

）

担

当

事

務

専兼

別

給与手

当（年

）額

法定福

利費（

年）額

業務日

数

備考

前歴�
�
�
�
�

その

�
�
�
�
	他

負担

非負

担の

別

氏名 性別

（年

齢）

担当

事務

専兼

別

給与手当

（年）額

法定福利

費（年）

額

備考

前歴�
�
�
�
�

その

�
�
�
�
	他

専

兼

別

兼

務

先

負

担

対

象

経

費

負

担

対

象

外

経

費

計 負

担

対

象

経

費

負

担

対

象

外

経

費

計 負

担

対

象

日

数

負

担

対

象

外

日

数

計 専

兼

別

兼

務

先

負

担

対

象

経

費

負

担

対

象

外

経

費

計 負

担

対

象

経

費

負

担

対

象

外

経

費

計

国庫

負担

対象

円 円 円 円 円 円 人

日

人

日

人

日

国庫

負担

対象

円 円 円 円 円 円

計（ 名） 計（ 名）

県費

負担

対象

県費

負担

対象計（ 名） 計（ 名）
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自己

負担

自己

負担計（ 名） 計（ 名）

合計 名 合計 名

（注） 省略

３ 業務処理件数

（注） 省略

３ 会議開催状況

農地法第４条及び第５条関

係
農地法第１８条

関係

農地法第３９条

関係

総会出席会議

員数

うち負担金交

付対象会議員

数

常任会議員会

議出席会議員

数

うち負担金交

付対象会議員

数総件数 うち３０ａ以下

件 件 件 件 人日 人日 人日 人日

４～７ 省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等への支援事業

１ 農業委員会等に対する支援

� 農業委員会等相互の連絡調整

注 出席会議員数に会議開催回数を乗じて求めた数を記載す

ること。

４～７ 省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等への支援事業

１ 農地の有効利用を図るための活動等

� 農業委員会に対する助言及び協力

省略 省略

� 事務を効率的かつ効果的に実施している農業委員会等の取

組に関する情報の公表

� 相談活動等

農地相談員 人数

活動実績
農地利用

調整活動

（会議開

催回数）

農業委員会名 取組の概要 公表方法

相談

件数

相談

日数

専

門

分

野

農地制度に専門的な知見

を有する者
人 件 日 回

地域の農業事情等に精通

している者
人 件 日 回

その他（ ） 人 件 日 回

� 研修実施実績

注 「その他」の欄は、具体的に記載すること。

開 催 時

期

開 催 場

所

研 修 目

的

研 修 対

象者

研 修 内

容

女 性 登

用 の 周

知 活 動

等 の 内

容

月 日

� 中央研修会への出席実績

研 修 会

名

開 催 時

期

開 催 場

所

研 修 内

容

出 席 者

名
備 考

月 日

注 「備考」の欄には、中央研修会へ出席した者が農業委

員会ネットワーク機構開催の研修会の講師として講演等

を行つた日を記載すること。

� 女性農業委員の登用促進及び組織化のための活動実績

活 動 時

期

活 動 場

所

活 動 対

象者

活 動 内

容

ア ド バ

イ ザ ー

名

備 考

２ 農地に関する情報の整理及び農業者、農業参入希望者等への

提供

２ 農業委員等の資質向上のための活動

� 研修実施実績等

愛 媛 県 報平成２８年５月２４日 第２７７５号
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� 情報の整理

開 催 時

期

開 催 場

所

研 修 目

的

研 修 対

象者

研 修 内

容

女 性 登

用 の 周

知 活 動

等 の 内

容

実施時期 内 容

� 情報の提供

実施時期 提供先 活動内容

月 日

� 中央研修会への出席実績等

研 修 会

名

開 催 時

期

開 催 場

所

研 修 内

容

出 席 者

名
備 考

月 日

注 「備考」の欄には、中央研修会へ出席した者が県農業

会議開催の研修会の講師として講演等を行つた日を記載

すること。

� 女性農業委員の登用促進及び組織化のための活動実績等

活 動 時

期

活 動 場

所

活 動 対

象者

活 動 内

容

ア ド バ

イ ザ ー

名

備 考

３ 農業委員会ネットワーク業務を行うための会議への出席 ３ 農地法等に基づく業務を処理するための会議

省略 省略

４ 省略

５ 経費の内訳

４ 省略

５ 経費の内訳

項 目
総事

業費

うち補

助金額

経費

内訳
項 目

総事

業費

うち補

助金額

経費

内訳

１ 農業委員会等に対する支援 省略 １ 農地の有効利用を図るための活動

等

省略

２ 農地に関する情報の整理及び農業

者、農業参入希望者等への提供

２ 農業委員等の資質向上のための活

動

３ 農業委員会ネットワーク業務を行

うための会議への出席

３ 農地法等に基づく業務を処理する

ための会議

４ 省略 ４ 省略

省略 省略

注 省略

様式第９号の�（第８条関係）

省略

� 省略

� 支出の部

注 省略

様式第９号の�（第８条関係）

省略

� 省略

� 支出の部

区 分
本年度

精算額

本年度

予算額
備 考 区 分

本年度

精算額

本年度

予算額
備 考

１ 農業委員及び農地利用最適

化推進委員手当（農業委員会

交付金）

省略

１ 委 員 手 当

省略

２ 省略 ２ 省略

３ 農地調査・資料整備費 ３ 農 地 調 査 ・ 資 料 整 備 費

４ 農業委員及び農地利用最適

化推進委員手当（農地利用最

適化交付金）
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�愛媛県告示第６２３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市吉岡泉土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２８年５月２４日

愛媛県東予地方局長 菅 豊 正

就 任

�愛媛県告示第６２２号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第２号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２８年５月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

５ 省略 ４ 省略

省略 省略

様式第９号の�（第８条関係）

省略

� 省略

� 支出の部

様式第９号の�（第８条関係）

省略

� 省略

� 支出の部

区 分 本年度精算額 本年度予算額 備考 区 分 本年度精算額 本年度予算額 備考

１ 農業委員会ネット

ワーク機構負担金事

業費

� 役職員手当

� 職員給与費等

� 役職員旅費

� 事務等経費

� その他の経費

２ 農業委員会等活動

強化対策事業費

３ 都道府県農業改善

推進支援事業費

� 旅 費

� 事務費

４ 広域的な農地利用

調整活動等への支援

事業費

５ その他の事業費

省略 １ 会 議 員 手 当

（常任会議員会議）

２ 会 議 員 手 当

（総 会 ）

３ 職 員 給 与 費

４ 法 定 福 利 費

５ 業 務 費

� 農業委員会等活

動強化対策事業費

� 都道府県農業改

善推進支援事業費

ア 会議員旅費

イ 連絡旅費

ウ 事務費

� 広域的な農地利

用調整活動等への

支援事業費

６ そ の 他 の 事 業 費

省略

省略 省略

注 １ 会議員手当（常任会議員会議）の項には、常任会

議員会議に出席する会議員の手当の支給に要する額

を記載すること。

２ 会議員手当（総会）の項には、総会に出席する会

議員の手当の支給に要する額を記載すること。

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２７）第１４５９６号 平成２７年
８月１７日 有限会社十河重興 十河 裕 新居浜市船木甲４１０５－１ 平成２８年

５月１３日
土木工事業
とび・土工工事業
舗装工事業

同社役員が建設
業法第８条第１１
号に定める欠格
要件に該当して
いたことが判明
したため。

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 橋 本 憬 範 新居浜市郷五丁目８番３６号

〃 渡 辺 一 郎 新居浜市郷四丁目１８番４１号

〃 小 野 展 義 新居浜市郷三丁目１２番３２号

〃 小 野 健 新居浜市神郷二丁目６番１２号

〃 加 地 義 雄 新居浜市落神町７番７５号

〃 三 宅 榮 男 新居浜市宇高町一丁目１２番１６号

愛 媛 県 報平成２８年５月２４日 第２７７５号
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�愛媛県告示第６２４号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第２号

の規定により、次のとおり介護員養成研修事業者を指定した。

平成２８年５月２４日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県告示第６２５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年５月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６２６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２８年５月２４日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

〃 � 橋 耕 治 新居浜市宇高町二丁目２番２１号

〃 高 橋 百合夫 新居浜市宇高町五丁目１０番４７号

〃 長 尾 重 宏 新居浜市宇高町二丁目１２番１３号

〃 宮 崎 勉 新居浜市高田一丁目８番５５号

〃 岩 崎 紀 生 新居浜市田の上四丁目５番４３号

〃 石 井 俊 一 新居浜市八幡二丁目１番２４号

〃 石 山 三 朗 新居浜市沢津町二丁目６番３６号

〃 小 野 輝 雄 新居浜市沢津町二丁目７番３３号

〃 横 井 平 和 新居浜市沢津町二丁目９番３８号

〃 神 山 克 洋 新居浜市沢津町二丁目１番４５号

監 事 柴 田 誠 治 新居浜市郷一丁目４番２７号

〃 安 藤 功 新居浜市桜木町６番２０号

〃 小 野 彪 新居浜市沢津町二丁目７番３８号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 橋 本 憬 範 新居浜市郷五丁目８番３６号

〃 小 野 洋 司 新居浜市郷二丁目５番２８号

〃 小 野 健 新居浜市神郷二丁目６番１２号

〃 加 地 義 雄 新居浜市落神町７番７５号

〃 渡 辺 一 郎 新居浜市郷四丁目１８番４１号

〃 石 井 俊 一 新居浜市八幡二丁目１番２４号

〃 福 西 一 人 新居浜市田の上一丁目１３番５号

介護員養成研修事業者
の名称又は氏名

介護員養成研修事業者
の所在地又は住所 研修の課程 指 定

年 月 日

社会福祉法人
東温市社会福祉協議会 東温市田窪３００番地２

介護職員初
任者研修課
程

平成２８年
５月１６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 �米垣生線
松山市余戸中六丁目３３８９番１から

同市余戸中六丁目３７５０番１まで

旧 ６．８～１３．２ ０．０１４

新 ９．６～１３．２ ０．０１４

〃 松山松前伊予線 松山市余戸中六丁目３２９８番８

旧 １２．２～１３．２ ０．０１０

新 １３．４～１４．４ ０．０１０

〃 砥部伊予松山線 松山市高岡町１３８番４

旧 ７．０～７．２ ０．０１３

新 ９．４ ０．０１３

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２８中局建（開）第５号

平成２８年５月１３日
伊予郡松前町大字鶴吉字宮之前５７番１

伊予郡松前町大字北黒田３６５番地２
サンビレッジ伊予の里Ｈ－１０２号
増 井 佑 記
増 井 ゆ か り

〃 小 野 和 男 新居浜市沢津町三丁目６番１８号

〃 横 井 平 和 新居浜市沢津町二丁目９番３８号

〃 石 山 三 朗 新居浜市沢津町二丁目６番３６号

〃 石 山 敏 夫 新居浜市沢津町二丁目９番３４号

〃 長 尾 重 宏 新居浜市宇高町二丁目１２番１３号

〃 伊 藤 元 一 新居浜市田の上一丁目６番１４号

〃 三 宅 榮 男 新居浜市宇高町一丁目１２番１６号

〃 � 橋 耕 治 新居浜市宇高町二丁目２番２１号

〃 高 橋 百合夫 新居浜市宇高町五丁目１０番４７号

監 事 小 野 彪 新居浜市沢津町二丁目７番３８号

〃 柴 田 誠 治 新居浜市郷一丁目４番２７号

〃 安 藤 功 新居浜市桜木町６番２０号
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公 告

�愛媛県告示第６２７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２８年５月２４日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県告示第６２８号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２８年５月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

狩猟免許試験の施行について

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号。以下「法」という。）第４１条の規定により、狩猟免許試験

を次のとおり施行する。

平成２８年５月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の種類

� 網猟免許試験

� わな猟免許試験

� 第一種銃猟免許試験

� 第二種銃猟免許試験

２ 試験の日時、場所及び実施する試験の種類

� 平成２８年８月２日（火）午前９時

試 験 場 の 名 称
試 験 の 場 所

実施する試験の種類
会 場 所 在 地

東 予 第 １ 会 場 東予地方局西条第２庁舎４階大会議室 西条市丹原町池田１６１１ 網猟、わな猟、第一種銃猟及
び第二種銃猟

東 予 第 ２ 会 場 東 予 地 方 局 今 治 庁 舎 ４ 階 大 会 議 室 今治市旭町一丁目４－９ 同 上

中 予 第 １ 会 場 中 予 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 松山市北持田町１３２ 同 上

南 予 第 １ 会 場 南 予 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 宇和島市天神町７－１ 同 上

南 予 第 ２ 会 場 南予地方局八幡浜庁舎７階大会議室 八幡浜市北浜一丁目３－３７ 同 上

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２８中局建（開）第６号

平成２８年５月１３日
伊予郡松前町大字神崎字紺屋分７４７番８

伊予郡松前町大字恵�美７５１番地３
クレスト恵�美２０３号室
田 中 秀 治

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２５）第１５４５０号 平成２５年
１１月４日 �伊予設備 田中 良和 大洲市菅田町宇津甲１２３４

－１
平成２８年
４月４日 電気工事業 建設業の廃止

（般－２３）第３８５３号 平成２３年
４月２日 稲田建設 稲田 稔 宇和島市川内甲９６０－１ 平成２８年

４月５日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２６）第１４４５８号 平成２７年
２月２２日 山下建築 山下 哲重 宇和島市別当１－３－１２

－１
平成２８年
４月５日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２４）第４７０１号 平成２４年
５月２５日 光映電工� 松本 純一 八幡浜市郷４－３７０－９ 平成２８年

４月２５日 機械器具設置工事業 建設業の廃止
（一部）

愛 媛 県 報平成２８年５月２４日 第２７７５号
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選挙管理委員会告示

� 平成２８年９月１１日（日）午前９時

試 験 場 の 名 称
試 験 の 場 所

実施する試験の種類
会 場 所 在 地

東 予 第 ３ 会 場 東予地方局西条第２庁舎４階大会議室 西条市丹原町池田１６１１ 網猟、わな猟、第一種銃猟及
び第二種銃猟

東 予 第 ４ 会 場 東 予 地 方 局 今 治 庁 舎 ４ 階 大 会 議 室 今治市旭町一丁目４－９ 同 上

中 予 第 ２ 会 場 中 予 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 松山市北持田町１３２ 同 上

南 予 第 ３ 会 場 南 予 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 宇和島市天神町７－１ 同 上

南 予 第 ４ 会 場 南予地方局八幡浜庁舎７階大会議室 八幡浜市北浜一丁目３－３７ 同 上

３ 免許申請書の提出期間

� 平成２８年８月２日の試験に係るものについては、７月５日（火）から１９日（火）まで。ただし、郵送による場合は、同日までの消印

のあるものは、受け付ける。

� 平成２８年９月１１日の試験に係るものについては、７月５日（火）から８月２９日（月）まで。ただし、郵送による場合は、同日までの

消印のあるものは、受け付ける。

４ 免許申請書の請求先及び提出先

受験申込者の住所地を管轄する地方局産業経済部森林林業課若しくは中予地方局産業経済部�万高原森林林業課若しくは東予地方局産
業経済部森林林業課四国中央森林林業振興班若しくは今治支局森林林業課若しくは南予地方局産業経済部森林林業課愛南森林林業振興班、

八幡浜支局森林林業課若しくは八幡浜支局森林林業課大洲森林林業振興班とする。

５ その他

� 提出書類等

ア 狩猟免許申請書

イ 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法律第６号）第４条第１項第１号の規定による許可を現に受けている場合にあっては、当該許

可に係る許可証の写し

ウ 銃砲刀剣類所持等取締法第４条第１項第１号の規定による許可を現に受けていない場合にあっては、法第４０条第２号から第４号ま

でに該当するかどうかについての医師の診断書

エ 写真（６箇月以内に撮影した無帽、正面、上三分身及び無背景の縦の長さ３．０センチメートル及び横の長さ２．４センチメートルのも

ので、その裏面に氏名及び撮影年月日を記載したもの）

オ 狩猟免許申請手数料（愛媛県収入証紙によること。） 受けようとする免許の種類ごとに法第４９条各号に掲げる者にあっては各３，

９００円、その他の者にあっては各５，２００円

カ 受験票の郵送を希望する者にあっては、簡易書留の郵送料に相当する郵便切手を貼付し、宛先を記載した返信用封筒

� 試験場についての注意事項

受験申請者の試験場は、所管地方局長が指定し、通知する。

なお、試験場は、原則として、受験申込者の希望する試験場を指定するが、会場の都合により希望する試験場を指定できない場合が

ある。

� 書類の提出は、持参又は郵送によること。

�愛媛県選挙管理委員会告示第２８号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１２条第１項の規定による政治団体の収支に関する報告書について、愛媛県商工連盟連合会四

国中央支部から訂正の報告があったので、同法第２０条第１項の規定に基づき、政治団体の収支報告書の要旨の公表（平成２７年１１月愛媛県選

挙管理委員会告示第９３号、平成２６年１１月愛媛県選挙管理委員会告示第８０号及び平成２５年１１月愛媛県選挙管理委員会告示第８９号別記）の一部

を次のとおり訂正する。

平成２８年５月２４日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

政治団体の収支報告書の要旨

第１２条関係

平成２６年分

愛 媛 県 報平成２８年５月２４日 第２７７５号
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その他の政治団体

（訂正後）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会四国中央支部

報告年月日 Ｈ２７．６．３０

１ 収 入 総 額 ３０，０００円

本年収入額 ３０，０００円

２ 支 出 総 額 ３０，０００円

３ 本年収入の内訳

寄附 ３０，０００円

個人分 ３０，０００円

４ 寄 附 の 内 訳

（個人分）

年間５万円以下のもの ３０，０００円

５ 支 出 の 内 訳

政治活動費 ３０，０００円

組織活動費 ３０，０００円

（訂正前）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会四国中央支部

報告年月日 Ｈ２７．６．３０

１ 収 入 総 額 ３０５，２９３円

前年繰越額 ２８５，２９３円

本年収入額 ２０，０００円

２ 支 出 総 額 ３０，０００円

３ 翌 年 繰 越 額 ２７５，２９３円

４ 本年収入の内訳

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 ２０，０００円

日本商工連盟 ２０，０００円

５ 支 出 の 内 訳

政治活動費 ３０，０００円

組織活動費 ３０，０００円

平成２５年分

その他の政治団体

（訂正後）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会四国中央支部

報告年月日 Ｈ２６．１．８

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

（訂正前）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会四国中央支部

報告年月日 Ｈ２６．１．８

１ 収 入 総 額 ５８５，３８３円

前年繰越額 ４８５，３８３円

本年収入額 １００，０００円

２ 支 出 総 額 ３００，０９０円

３ 翌 年 繰 越 額 ２８５，２９３円

４ 本年収入の内訳

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 １００，０００円

日本商工連盟 １００，０００円

６ 支 出 の 内 訳

経常経費 ９０円

事務所費 ９０円

政治活動費 ３００，０００円

選挙関係費 ３００，０００円

愛 媛 県 報平成２８年５月２４日 第２７７５号
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平成２４年分

その他の政治団体

（訂正後）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会四国中央支部

報告年月日 Ｈ２５．１．７

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

（訂正前）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会四国中央支部

報告年月日 Ｈ２５．１．７

１ 収 入 総 額 ４８５，５５３円

前年繰越額 ４８５，５５３円

本年収入額 ２，０００円

２ 支 出 総 額 １７０円

３ 翌 年 繰 越 額 ４８５，３８３円

４ 本年収入の内訳

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 ２，０００円

日本商工連盟 ２，０００円

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 １７０円

事務所費 １７０円

平成２８年５月２４日 発行

愛 媛 県 報平成２８年５月２４日 第２７７５号
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